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（３）高齢者の単身世帯・夫婦世帯の増加

○ 平成 （ ）年には、「 歳以上の高齢者のいる世帯」数は、

世帯で、「一般世帯」数に占める割合は ％となり、平成 （ ）年

に比べると 世帯増加する見込みです。

○ 高齢者の単身世帯数は、 世帯で、 歳以上の高齢者のいる世帯数の

％を占め、平成 （ ）年に比べると 世帯増加する見込みで

す。

○ 高齢者の夫婦世帯数は、 世帯で、 歳以上の高齢者のいる世帯数の

％を占め、平成 （ ）年に比べると 世帯増加しています。

○ また、高齢者の単身世帯数は、平成 （ ）年には 世帯、平成

（ ）年には 世帯と増加する見込みに対し、高齢者の夫婦世帯

数は、平成 （ ）年には 世帯と増加する見込みですが、平成

（ ）年は 世帯と減少する見込みです。

図２－３ 高齢者世帯の状況

一般世帯数 歳以上の世帯員のいる一般世帯数

高齢単身世帯数 高齢夫婦世帯数

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ Ｃ Ｃ／Ｂ Ｄ Ｄ／Ｂ

平成 （ ）年

平成 （ ）年

平成 （ ）年

平成 （ ）年

資料 平成 年は総務省統計局「国勢調査報告」

平成 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計 平成 年４月）」
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（４）認知症高齢者の増加

○ 認知症とは、いろいろな原因で脳の細胞が死んでしまったり、働きが悪く

なったために、日常生活に支障が生じる病気であり、その症状の総称です。

○ 認知症高齢者は、今後増加し続けると推計されており、三重県では平成

（ ）年には約５万２千人、平成 （ ）年には約６万人、平成 （ ）

年には約６万８千人になると見込まれています。

○ 認知症の人と家族が住み慣れた地域での生活を続けるためには、認知症の

早期発見・早期診断が重要ですが、認知症への理解が浸透していないなど、

早期発見や早期受診は困難な状況です。

○ 認知症が原因で徘徊等により行方不明となる高齢者について、未発見者や

死亡者が見受けられるため、早期に保護する取組が求められています。

図２－４ 認知症高齢者数の推計

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

（ 年） （ 年） （ 年） （ 年）

認知症高齢者数（全 国） 万人 万人 万人 万人

認知症高齢者数（三重県） 万人 万人 万人 万人

歳以上人口に対する比率 ％ ％ ％ ％

※ここでいう「認知症高齢者数」は、「認知症高齢者の日常生活自立度」のうち、「自立度Ⅱ（日常生活に支障を来す
ような症状・行動や意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意すれば自立できる状態）」以上の状態をいう。
資料 厚生労働省 認知症高齢者の現状（平成 年）
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（施設で介護を受けたい理由について）

○ 一方、「特別養護老人ホームや老人保健施設といった介護保険施設に入所し

て介護を受けたい」、「介護付き有料老人ホームやサービス付き高齢者向け

住宅などに住み替えて介護を受けたい」と答えた方に、その理由を尋ねた

ところ、「家族に迷惑をかけたくないから」と答えた方の割合が ％と最

も高く、以下、「緊急時の対応の面で安心だから」（ ％）、「専門的な介

護が受けられるから」（ ％）などの順となっています（複数回答可）。

図２－８ 施設で介護を受けたい理由について

（※）ｅ－モニター

ｅ－モニターとは、三重県が、各種の行政課題について、あらかじめ登録し

た県民の方を対象に行う、電子アンケートシステムです。アンケートの対象者

は、三重県が、各市町の選挙人名簿から無作為抽出した候補者に対して募集を

行い、これにご応募いただいた県民の方々です。
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３ 計画の考え方

（１）市町と県の役割・連携

○ 市町等は自ら保険者として介護保険制度における主導的な役割を果たして

きており、また、高齢者の保健福祉事業の多くは市町が中心となって行わ

れています。県は、市町等との役割分担をふまえつつ、市町等がそれぞれ

の実情に応じた施策を主体的に実施できるよう支援します。

○ 市町等が策定する第６期介護保険事業計画は、平成 （ ）年に向けて、

第５期で開始した地域包括ケア実現のための方向性を継承しつつ、在宅医

療・介護連携等の取組を本格化していくものです。そのために、 年の

サービス水準、給付費や保険料水準なども推計して記載することとされて

います。

○ また、第６期計画以降は「地域包括ケア計画」として、在宅サービス、施

設サービスをそれぞれの地域で今後どのような方向性で充実させていくか、

地域の特徴をふまえて中長期的な視点をもって方向性を提示することとな

ります。

○ そのため、市町等への在宅医療・介護連携の推進や認知症施策、地域ケア

会議の実施など地域包括ケアシステムの構築へ向けた取組への支援を行い

ます。

○ また、広域的観点からの介護給付等対象サービス及び地域支援事業の需要

の把握、地域密着型介護老人福祉施設及び指定介護老人福祉施設への入所

を必要とする高齢者の状況の把握、療養病床を有する医療機関の介護保険

施設などへの転換の予定等に関する調査の実施、複数の市町による広域的

取組に対する協力等により、市町における介護給付等対象サービスを提供

する体制の確保及び地域支援事業の実施を支援します。

○ さらに、介護給付等対象サービスを提供する事業者について、利用者から

良質な事業者が選択されるようにするとともに、悪質な事業者には厳格に

対応していくことが必要であることから、事業者の指導監督等については、

保険者である市町と十分に連携をして対応していきます。

○ 県としては、市町等の第６期介護保険事業計画等の策定にあたり、情報提

供に努めるとともに、介護保険法第 条第９項および老人福祉法第 条

の８第９項の規定に基づき、市町等の計画に対し意見を述べました。
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（２）持続可能な社会保障制度

○ 介護保険制度が直面する一つの大きな課題は、高齢化が急速に進展する中

にあっても、サービスの質の確保・向上を図りながら、給付と負担のバラ

ンスを確保していけるかどうかです。

○ 介護費用については、全国で平成 （ ）年度には 兆円であったも

のが平成 （ ）年度には 兆円と 倍以上の水準になっており、今

後も上昇が見込まれています。

○ また、三重県における介護給付費は、平成 （ ）年度 億円と

なり前年に比べ 億円（ ％）の増加となり、今後も増加が見込まれ

ます。なお、介護給付費の ％相当（施設等給付費については ％）

を介護給付費県負担金として負担しており、平成 （ ）年度は

億円を負担しています。

図２－９ 三重県の介護給付費の見込み

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

総給付費（単位：億円）

資料 介護保険事業計画用ワークシート

○ 受益と負担の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を図るため、社

会保障制度改革について、その基本的な考え方などの事項を定めた「持続

可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」が平成

（ ）年 月に成立しました。

○ それを受けて「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため

の関係法律の整備等に関する法律（医療介護総合確保推進法）」が平成

（ ）年６月に成立し、介護保険法の改正が行われました。

○ これにより、高齢化の更なる進展に伴い今後さらに介護費用の増加が見込

まれる中で、制度の持続可能性を高めるために、費用負担の公平化が図ら

れました。その中で、重点化・効率化のために、一定以上の所得者のある

利用者の自己負担を引き上げ、低所得の施設利用者の食費・居住費を補填

する「補足給付」の要件に資産などが追加されました。一方で、低所得者

の保険料軽減が拡充されました。

○ 三重県が平成 （ ）年７月にｅ－モニター（電子アンケート）制度に

より「年金・医療・介護などの給付・サービス水準と負担の考え方につい
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て」尋ねたところ、「社会保障の水準維持のためには、税金や保険料などの

負担が高くなっても構わない」と答えた方の割合が ％、「社会保障の水

準維持が低下しても、税金や保険料などの負担が高くならないようにすべき

だ」と答えた方の割合が ％、「どちらともいえない」と答えた方の割合

が ％となっています。前回の調査結果（平成 （ ）年６月）と比

較してみると、「社会保障の水準維持が低下しても、税金や保険料などの負

担が高くならないようにすべきだ」（ ％→ ％）と答えた方の割合が

上昇しています。

図２－ 給付と負担について
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（３）介護保険制度の改正

○ 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基

づき、医療法と介護保険法の改正等を一括した「地域における医療及び介護

の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（医療介護

総合確保推進法）」が平成 （ ）年６月に成立しました。

○ このうち、介護保険制度の改正については、平成 （ ）年 月に社会

保障審議会介護保険部会がまとめた「介護保険制度の見直しに関する意見」

を踏まえたものとなっています。

医療介護総合確保推進法の概要

持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効

率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通

じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療法、介護保険法等の関係法律

について所要の整備等を行う。

（地域介護施設整備促進法等関係）

１ 新たな基金の創設と医療・介護の連携強化

①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推

進等）のため、消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置

（介護保険法関係）

１ 地域包括ケアシステムの構築

①地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実

・在宅医療・介護連携の推進

・認知症施策の推進

・地域ケア会議の推進

・生活支援サービスの充実・強化

②全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村が取り組む地域支援事業に移行し、多様化

③特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３以上に限定

２ 費用負担の公平化

①低所得者の保険料軽減を拡充

②一定以上の所得のある利用者の自己負担を引き上げ

③低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加

３ 地域密着型通所介護の創設

４ 居宅介護支援事業所の指定権限の市町村への移譲
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○ 「介護」については、これまで特別養護老人ホームの整備を進めてきまし

たが、現在でも入所待機者が依然として多い状況です。また、在宅サービ

ス事業所数は、概ね全国平均の水準に達していますが、訪問看護事業所が

ない市町もあり、必ずしも十分といえません。要介護高齢者の在宅生活を

支える多様な介護サービスの提供体制を整備するとともに、在宅生活が困

難となった場合は、施設サービスを受けられるよう特別養護老人ホーム等

の施設整備を促進する必要があります。

○ 「予防」については、これまですべての第１号被保険者やその支援者など

を対象とする一次予防事業と、主として虚弱高齢者などを対象とする二次

予防事業が行われてきました。多くの保険者では、健康教室などの通所型

介護予防事業が行われていますが、必ずしも高齢者の参加率が高いとはい

えません。今後、住民主体の運動教室など身近な場所での通いの場を充実

させ、高齢者が参加しやすい環境を整える必要があります。

○ 「住まい」については、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の

整備が進んでいますが、地域的な偏在が見られます。今後、これらの住ま

いが地域におけるニーズに応じて適切に供給される環境を確保するととも

に、入居者が安心して暮らすことができるよう、的確な指導監督を行う必

要があります。

○ 「生活支援」については、社会福祉法人等による配食サービスや介護保険

事業所による介護保険外のサービスとして生活援助サービスが行われてい

るところですが、今後、一人暮らし高齢者や認知症高齢者等が増加し、特

に軽度者を中心に生活支援のニーズが高まることが予想されることから、

ＮＰＯ法人やボランティアなどさまざまな主体による生活支援サービスの

提供体制を整える必要があります。

○ これら、地域包括ケアシステムの要素である医療、介護、予防、住まい、

生活支援のそれぞれのサービスが断片的ではなく、切れ目なく提供される

体制づくりを進めていくことが重要です。

○ また、増加する認知症高齢者に適切に対応するため、認知症の早期診断・

早期対応に向けた医療提供体制を充実させるとともに、認知症になっても

本人の意志が尊重され、できる限り住み慣れた地域の良い環境で暮らし続

けることができるよう、地域における支援体制を充実させていく必要があ

ります。
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